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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

本日、半期報告書を提出いたしましたので、平成23年10月13日付で提出した有価証券届出書（以下「原届

出書」といいます。）の関係情報を新たな情報により訂正し、また記載事項の一部訂正を行うため本訂正届

出書を提出いたします。

 

２【訂正の内容】

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）ファンドの目的及び基本的性格
（ニ）ファンドの特色

＜訂正前＞

①（略）

②　銘柄の選定は、ＪＦジャパン・チーム
＊１
が行う企業取材

＊２
に基づくボトムアップ・アプローチ

＊３
方式で

行います。

（略）

■ポイント１　ＪＦジャパン・チームによる徹底した企業取材

企業取材のみを行うアナリストは設けず、マザーファンドのポートフォリオ・マネジャーを含めたＪＦ

ジャパン・チームのポートフォリオ・マネジャー全員が企業取材を行います。平成22年の企業取材件数実

績は、ＪＦジャパン・チームで合計延べ約2,500件
＊
になります。

＊　日本を含むＪＦジャパン・チームの各地域のポートフォリオ・マネジャーによる大型株式を含む企業取材件数の合
計です。

（以下略）

 

＜訂正後＞

①（略）

②　銘柄の選定は、ＪＦジャパン・チーム
＊１
が行う企業取材

＊２
に基づくボトムアップ・アプローチ

＊３
方式で

行います。

（略）

■ポイント１　ＪＦジャパン・チームによる徹底した企業取材

企業取材のみを行うアナリストは設けず、マザーファンドのポートフォリオ・マネジャーを含めたＪＦ

ジャパン・チームのポートフォリオ・マネジャー全員が企業取材を行います。平成23年の企業取材件数実

績は、ＪＦジャパン・チームで合計延べ約2,300件
＊
になります。

＊　日本を含むＪＦジャパン・チームの各地域のポートフォリオ・マネジャーによる大型株式を含む企業取材件数の合
計です。

（以下略）

 

（３）ファンドの仕組み
（ハ）委託会社の概況

＜訂正前＞

① 資本金 2,218 百万円（平成23年８月末現在）
②～④ （略）
⑤ 大株主の状況（平成23年８月末現在）

（以下略）

 

＜訂正後＞

① 資本金 2,218 百万円（平成24年２月末現在）
②～④ （略）
⑤ 大株主の状況（平成24年２月末現在）

（以下略）
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２【投資方針】

（１）投資方針
（ハ）企業取材体制
①　企業取材

＜訂正前＞

　　ＪＦジャパン・チームのポートフォリオ・マネジャーは、年間延べ約2,500件
＊
（平成22年実績）の企業取

材を行い、その結果を総合的に分析して、マザーファンドの運用に反映させています。
＊　日本を含むＪＦジャパン・チームの各地域のポートフォリオ・マネジャーによる大型株式を含む企業取材件数の合
計です。なお、ＲＥＩＴにかかる企業取材は、その運用会社や投資法人に対して行います。

 

＜訂正後＞

　　ＪＦジャパン・チームのポートフォリオ・マネジャーは、年間延べ約2,300件
＊
（平成23年実績）の企業取

材を行い、その結果を総合的に分析して、マザーファンドの運用に反映させています。
＊　日本を含むＪＦジャパン・チームの各地域のポートフォリオ・マネジャーによる大型株式を含む企業取材件数の合
計です。なお、ＲＥＩＴにかかる企業取材は、その運用会社や投資法人に対して行います。
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（３）運用体制

＜訂正前＞

　　以下の運用体制は、当ファンドの主要投資対象であるマザーファンドの受益証券にかかるものです。

 
＊　「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの一員である海外の拠点に所属しており、委託会社の所属では

ありません。

 

①～④（略）

⑤　運用部門から独立したリスク管理部門は、投資制限の遵守状況をチェックする等運用状況の管理・監督

を行い、何らかの理由で特定のブローカーとの取引を制限する必要がある場合はその旨をトレーディング

部門に指示します。また、インベストメント・ダイレクターは、運用に関するリスクのチェックおよび投資

制限の管理を行います。

⑥（略）

 
（注）前記の運用体制、組織名称等は、平成23年６月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

（以下略）
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＜訂正後＞

　　以下の運用体制は、当ファンドの主要投資対象であるマザーファンドの受益証券にかかるものです。

 

 
＊　「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの一員である海外の拠点に所属しており、委託会社の所属では

ありません。

 

①～④（略）

⑤　運用部門から独立したミドルオフィス部門は、投資制限の遵守状況をチェックする等運用状況の管理・

監督を行い、何らかの理由で特定のブローカーとの取引を制限する必要がある場合はその旨をトレーディ

ング部門に指示します。また、インベストメント・ダイレクターは、運用に関するリスクのチェックおよび

投資制限の管理を行います。

⑥（略）

 
（注）前記の運用体制、組織名称等は、平成24年１月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

（以下略）
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（４）分配方針

＜訂正前＞

　（略）

＜参考＞

　収益分配金の支払いについて

（略）

＜訂正後＞

　（略）

＜参考＞

　収益分配金の支払いについて

（略）

収益分配金に関する留意事項
・　分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、
その金額相当分、基準価額は下がります。 

・　分配金は、計算期間中に発生した収益（経費
＊１
控除後の配当等収益および評価益を含む売買益

＊２
）を

超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落すること
になります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間における当ファンドの収益率を示すものではあり
ません。 
・　受益者の当ファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻し
に相当する場合があります。当ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小
さかった場合も同様です。 
＊１　経費については、後記「４手数料等及び税金（３）信託報酬等および（４）その他の手数料等」をご参照くださ

い。

＊２　信託約款第46条第１項第２号をご参照ください。

 

３【投資リスク】

（２）投資リスクに関する管理体制

＜訂正前＞

　委託会社では、運用部門から独立した以下の各部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行います。
 

 
（平成23年６月末現在）

①、②（略）

③　リスク管理部門は、投資方針、投資範囲、投資制限等の遵守状況をチェックし、その結果に基づき適切な対

応および是正措置を図る等、管理・監督を行います。
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＜訂正後＞

　委託会社では、運用部門から独立した以下の各部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行います。
 

 
（平成23年12月末現在）

①、②（略）

③　ミドルオフィス部門は、投資方針、投資範囲、投資制限等の遵守状況をチェックし、その結果に基づき適切

な対応および是正措置を図る等、管理・監督を行います。

 

４【手数料等及び税金】

（５）課税上の取扱い

原届出書の第二部ファンド情報　第１　ファンドの状況　４　手数料等及び税金（５）課税上の取扱いにつ

いて、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなり

ます。

なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成23年２月

末現在成立しているものです。

 

①　個別元本について

　　追加型の株式投資信託については、受益者毎の信託時の受益権の価額等(申込手数料および当該申込手

数料にかかる消費税等は含まれません。) が当該受益者の元本 (個別元本) にあたります。

　　受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加信託を行う都度

当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。

　　ただし、同一販売会社であっても複数支店等で同一ファンドを取得する場合は当該支店等毎に個別元本

の算出が行われる場合があります。

　　受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該元本

払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。（「元本払戻金

（特別分配金）」については、後記の「②収益分配金の課税について」をご参照ください。）

 

②　収益分配金の課税について

　　追加型の株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払

戻金（特別分配金）」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。

　　受益者が収益分配金を受け取る際、当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本と同額の

場合または当該受益者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となり

ます。また、当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合には、その下

回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、当該収益分配金から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が普通分配金となります。

　　なお、受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該

元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。
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③　法人、個人別の課税の取扱について

(a)　個人の受益者に対する課税

（イ）収益分配金

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については配当所得となり、税率は10％（所得税７％お

よび地方税３％）
＊
となります。なお、収益分配金のうち課税対象となるのは普通分配金のみであり、元本

払戻金（特別分配金）は課税されません。

原則として、源泉徴収による申告不要制度が適用されます。また、確定申告を行い、申告分離課税もしく

は総合課税（配当控除の適用あり）のいずれかを選択することもできます。
＊　平成24年12月31日までの税率です。平成25年１月１日から平成25年12月31日までは10.147％（所得税7.147％および
地方税３％）、平成26年１月１日からは20.315％（所得税15.315％および地方税５％）となる予定です。

 

（ロ）一部解約時・償還時

解約価額および償還価額から取得費
＊１
を控除した差益は譲渡所得等として、申告分離課税となり、確定

申告を行うことが必要となります。税率は10％（所得税７％および地方税３％）
＊２
となります。当該控除

結果がマイナスの場合は「差損」となり、損益通算の対象となります。（損益通算については後記（ハ）

損益通算についてをご参照ください。）

前記にかかわらず、販売会社において源泉徴収ありの特定口座をご利用の場合確定申告は不要となり、

10％（所得税７％および地方税３％）
＊２
の税率で源泉徴収されます。

＊１　個別元本に申込手数料および当該申込手数料にかかる消費税等を加算した額です。
＊２　平成24年12月31日までの税率です。平成25年１月１日から平成25年12月31日までは10.147％（所得税7.147％およ
び地方税３％）、平成26年１月１日からは20.315％（所得税15.315％および地方税５％）となる予定です。

 

（ハ）損益通算について

公募株式投資信託
＊１
（当ファンドを含みます。以下同じ。）の一部解約時、償還時および買取請求時の

差損、ならびにその他の上場株式等
＊２
の譲渡損は、一定の条件の下で公募株式投資信託の一部解約時、償

還時および買取請求時の差益ならびに収益分配金、ならびにその他の上場株式等の譲渡益および配当金

と損益通算が可能です。また、ある年における損益通算の結果、譲渡益等から控除しきれない損失がある

場合は、その翌年以降３年間当該損失を繰越して、同様の損益通算において控除の対象とすることができ

ます。損益通算の条件等については、税務専門家（税務署等）または販売会社にご確認ください。
＊１　不特定多数の投資者を対象に販売することを目的として設定され、信託約款上において株式の組入れが可能である
投資信託をいいます。
＊２　上場株式、上場特定株式投資信託（ＥＴＦ）、上場特定不動産投資信託（ＲＥＩＴ）および公募株式投資信託等を
いいます。詳しくは税務専門家（税務署等）にお問い合わせください。

 

(b)　法人の受益者に対する課税

法人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解約時およ

び償還時の個別元本超過額については、７％（所得税７％）
＊
の税率で源泉徴収され法人の受取額となり

ます。なお、地方税の源泉徴収はありません。

また、収益分配金のうち課税対象となる普通分配金には益金不算入制度が適用されます。元本払戻金

（特別分配金）は課税されません。
＊　平成24年12月31日までの税率です。平成25年１月１日から平成25年12月31日までは7.147％（所得税7.147％）、平成
26年１月１日からは15.315％（所得税15.315％）となる予定です。

 

※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家（税務署等）に確認することをお勧めします。

 

５【運用状況】

原届出書の第二部ファンド情報　第１ファンドの状況　５運用状況（１）投資状況、（３）運用実績および

（４）設定及び解約の実績ならびに＜参考情報＞について、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

（１）投資状況
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    （平成24年２月20日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

親投資信託受益証券 日本 438,006,857 100.16

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － △688,248 △0.16

合計(純資産総額)   437,318,609 100.00
　（注）投資比率とは、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

親投資信託は、全て「ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」です（以下同じ）。

 

（参考）ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド

    （平成24年２月20日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

株式 日本 2,397,854,600 99.41

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 14,132,041 0.59

合計(純資産総額)   2,411,986,641 100.00

　（注）投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
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（３）運用実績

① 純資産の推移

　平成24年２月20日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は

次の通りです。

期 年月日
純資産総額
（百万円）
（分配落）

純資産総額
（百万円）
（分配付）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配落）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配付）

２期 (平成14年７月15日) 27 27 0.7118 0.7118

３期 (平成15年７月15日) 37 37 0.6265 0.6265

４期 (平成16年７月15日) 75 75 1.1473 1.1473

５期 (平成17年７月15日) 134 134 1.1759 1.1759

６期 (平成18年７月18日) 269 269 1.2399 1.2399

７期 (平成19年７月17日) 533 533 1.3414 1.3414

８期 (平成20年７月15日) 390 390 0.7730 0.7730

９期 (平成21年７月15日) 356 356 0.5306 0.5306

10期 (平成22年７月15日) 390 390 0.5193 0.5193

11期 (平成23年７月15日) 474 474 0.5641 0.5641

  平成23年２月末日 465 － 0.5800 －

  平成23年３月末日 450 － 0.5443 －

  平成23年４月末日 447 － 0.5402 －

  平成23年５月末日 451 － 0.5420 －

  平成23年６月末日 467 － 0.5554 －

  平成23年７月末日 476 － 0.5610 －

  平成23年８月末日 439 － 0.5172 －

  平成23年９月末日 441 － 0.5132 －

  平成23年10月末日 450 － 0.5162 －

  平成23年11月末日 422 － 0.4859 －

  平成23年12月末日 426 － 0.4845 －

  平成24年１月末日 428 － 0.4823 －

  平成24年２月20日 437 － 0.4968 －

 

② 分配の推移

期 １口当たり分配金（円）

２期 0.0000

３期 0.0000

４期 0.0000

５期 0.0000

６期 0.0000

７期 0.0000

８期 0.0000

９期 0.0000

10期 0.0000

11期 0.0000

12期(中間期) 0.0000

 

③ 収益率の推移
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期 収益率（％）

２期 △13.6

３期 △12.0

４期 83.1

５期 2.5

６期 5.4

７期 8.2

８期 △42.4

９期 △31.4

10期 △2.1

11期 8.6

12期(中間期) △15.2

　（注）収益率とは計算期間末の基準価額（分配付）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落）（以下「前期

末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除したものです。

 

（４）設定及び解約の実績

下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の残存口数は次の通りです。

期 設定口数（口） 解約口数（口） 残存口数（口）

２期 28,023,889 4,081,551 38,556,422

３期 32,732,462 11,481,365 59,807,519

４期 38,744,870 33,142,253 65,410,136

５期 74,522,848 25,304,411 114,628,573

６期 148,514,015 45,898,709 217,243,879

７期 301,124,764 120,344,074 398,024,569

８期 186,992,540 80,415,828 504,601,281

９期 271,278,038 103,981,272 671,898,047

10期 216,477,944 136,981,390 751,394,601

11期 226,043,666 136,883,932 840,554,335

12期(中間期) 103,965,940 63,228,956 881,291,319

　（注）設定口数、解約口数は、全て本邦内におけるものです。
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<参考情報>

最新の運用実績は、委託会社ホームページ(http://www.jpmorganasset.co.jp)、または販売会社でご確認いただけます。

過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

 
基準日 2012年２月20日 設定日 2000年７月31日

純資産総額 437百万円 決算回数 年１回

基準価額・純資産の推移  分配の推移

 期 年月 円

 ７期 2007年７月 0

 ８期 2008年７月 0

 ９期 2009年７月 0

 10期 2010年７月 0

 11期 2011年７月 0

  設定来累計 0

 
＊分配金は税引前1万口当たりの金額です。

＊基準価額は、１万口当たり、信託報酬控除後です。   

 

組入上位10銘柄  業種別構成状況

順位 銘柄名 業種 投資比率※  業種 投資比率※

１ 楽天 サービス業 3.5% サービス業 12.5%

２ サイバーエージェント サービス業 3.4% 機械 11.9%

３ 住生活グループ 金属製品 2.5% 小売業 11.6%

４ アーネストワン 不動産業 2.4% 輸送用機器 9.6%

５ コナミ 情報・通信業 2.1% 情報・通信業 9.1%

６ 武蔵精密工業 輸送用機器 2.0% その他 44.9%

７ エフピコ 化学 1.9%   

８ 日立物流 陸運業 1.9%   

９ グリー 情報・通信業 1.9%   

10 アイカ工業 化学 1.8%   

 
年間収益率の推移

＊年間収益率(％)＝(年末営業日の基準価額÷前年末営業日の基準価額－１)×100

＊2012年の年間収益率は前年末営業日から2012年２月20日までのものです。

＊当ページにおける「ファンド」は、ＪＦ日本中小型株ファンドです。

運用実績において、金額は表示単位以下を切捨て、投資比率および収益率は表示単位以下を四捨五入して記載しています。

※ファンドはマザーファンドを通じて投資を行うため、マザーファンドの投資銘柄をファンドが直接保有しているものとみなし、ファンドの純資産総

額に対する投資比率として計算しています。
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第３【ファンドの経理状況】

原届出書の第二部ファンド情報　第３ファンドの経理状況　１財務諸表について、以下の中間財務諸表に関す

る事項が追加されます。

 

＜追加＞

 
１．当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年
大蔵省令第38号）ならびに同規則第38条の３および第57条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関
する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づき作成しております。
　なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 
２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間計算期間（平成23年７月16日
から平成24年１月15日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人による中間監査を受けておりま
す。
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中間財務諸表
【ＪＦ日本中小型株ファンド】
（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

当中間計算期間末
(平成24年１月15日現在)

資産の部

流動資産

親投資信託受益証券 424,977,566

未収入金 116,036

流動資産合計 425,093,602

資産合計 425,093,602

負債の部

流動負債

未払解約金 116,036

未払受託者報酬 229,624

未払委託者報酬 3,283,679

その他未払費用 45,866

流動負債合計 3,675,205

負債合計 3,675,205

純資産の部

元本等

元本 ※1
 881,291,319

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） ※2
 △459,872,922

（分配準備積立金） 13,456,472

元本等合計 421,418,397

純資産合計 421,418,397

負債純資産合計 425,093,602
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

当中間計算期間
(自　平成23年７月16日
　至　平成24年１月15日)

営業収益

有価証券売買等損益 △69,833,456

営業収益合計 △69,833,456

営業費用

受託者報酬 229,624

委託者報酬 3,283,679

その他費用 45,866

営業費用合計 3,559,169

営業損失（△） △73,392,625

経常損失（△） △73,392,625

中間純損失（△） △73,392,625

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額（△） △3,436,486

期首剰余金又は期首欠損金（△） △366,395,298

剰余金増加額又は欠損金減少額 27,699,691

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

27,699,691

剰余金減少額又は欠損金増加額 51,221,176

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

51,221,176

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △459,872,922

　　次へ
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（３）中間注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当中間財務諸表対象期間

有価証券の評価基準および評
価方法

親投資信託受益証券
　移動平均法に基づき、親投資信託受益証券の基準価額で評価して
おります。

 
（追加情報）
当中間計算期間の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬
の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
 
（中間貸借対照表に関する注記）

区分
当中間計算期間末

(平成24年１月15日現在)

※１信託財産に係る期首元本額、期中追
加設定元本額および期中解約元本額

 

期首元本額 840,554,335円

期中追加設定元本額 103,965,940円

期中一部解約元本額 63,228,956円

※２元本の欠損 中間貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回ってお
り、その差額は459,872,922円であります。

※３受益権の総数 881,291,319口

１口当たりの純資産額 0.4782円

(１万口当たりの純資産額) (4,782円)

 
（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）
該当事項はありません。

 
（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項

 当中間計算期間末

１．中間貸借対照表計上額、

時価およびその差額

　中間貸借対照表計上額は当中間計算期末の時価で計上しているた

め、その差額はありません。

２．時価の算定方法 (1)有価証券

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載しておりま

す。

(2)有価証券以外の金融商品

　有価証券以外の金融商品は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としており

ます。

３．金融商品の時価等に関す

る事項についての補足説

明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額

の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前

提条件によった場合、当該価額が異なることもあります。

 
（デリバティブ取引等に関する注記）
該当事項はありません。

 
（参考）
当ファンドは「ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」受益証券を主要投資対象とし
ており、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、全て同親投資信託の受益証券
であります。
尚、同親投資信託の状況は以下の通りであります。

 

「ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」の状況
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尚、以下に記載した情報は監査の対象外であります。

 

（１）貸借対照表

   （単位：円）

区分
注記
番号

(平成23年７月15日現在) (平成24年１月15日現在)

金額 金額

資産の部    

流動資産    

コール・ローン  32,552,233 4,867,740

株式  3,019,596,1002,383,681,500

未収入金  35,598,110 32,028,159

未収配当金  1,420,250 2,112,900

未収利息  44 6

流動資産合計  3,089,166,7372,422,690,305

資産合計  3,089,166,7372,422,690,305

負債の部    

流動負債    

未払金  34,998,904 26,842,252

未払解約金  18,395,309 3,910,515

流動負債合計  53,394,213 30,752,767

負債合計  53,394,213 30,752,767

純資産の部    

元本等    

元本 ※１ 4,874,630,0514,492,203,497

剰余金    

剰余金又は欠損金（△） ※２ △1,838,857,527△2,100,265,959

元本等合計  3,035,772,5242,391,937,538

純資産合計  3,035,772,5242,391,937,538

負債純資産合計  3,089,166,7372,422,690,305

（注）「ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」の計算期間は、毎年９月11日から翌年９月10日までであり、

当ファンドの計算期間と異なります。上記の貸借対照表は、平成23年７月15日および平成24年１月15日における同親投資

信託の状況であります。
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（２）注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当財務諸表対象期間

有価証券の評価基準および評
価方法

株式
　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として時価で評価してお
ります。

 (1)金融商品取引所等に上場されている有価証券
　金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として金
融商品取引所等における計算期間末日の最終相場（外貨建証券
の場合は計算期間末日において知りうる直近の最終相場）で評
価しております。
　計算期間末日に当該金融商品取引所等の最終相場がない場合に
は、当該金融商品取引所等における直近の日の最終相場で評価し
ておりますが、直近の日の最終相場によることが適当でないと認
められた場合は、当該金融商品取引所等における計算期間末日又
は直近の日の気配相場で評価しております。

 (2)金融商品取引所等に上場されていない有価証券
　当該有価証券については、原則として、日本証券業協会発表の売
買参考統計値（平均値）、金融機関の提示する価額（ただし、売
気配相場は使用しない）又は価格提供会社の提供する価額のい
ずれかから入手した価額で評価しております。

 (3)時価が入手できなかった有価証券
　適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時
価と認定できない事由が認められた場合は、委託会社が忠実義務
に基づいて合理的事由をもって時価と認めた価額もしくは受託
者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で
評価しております。

 
（追加情報）
当期間の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に
関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）

区分 (平成23年７月15日現在) (平成24年１月15日現在)

※１本報告書における開示対象ファンドの
期首における当該親投資信託の元本額、
期中追加設定元本額および期中解約元
本額

  

期首元本額 5,949,148,053円 4,874,630,051円

期中追加設定元本額 383,298,086円 134,367,716円

期中解約元本額 1,457,816,088円 516,794,270円

元本の内訳（注）   

ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン 3,737,934,634円 3,357,769,906円

ＪＦ日本中小型株ファンド 767,175,215円 798,079,937円

ＪＦ中小型株・アクティブ・ポート
フォリオ

144,282,186円 120,013,699円

ＪＦ ＦＯＦｓ用中小型株・アクティブ
・オープンＦ（適格機関投資家専用）

225,238,016円 216,339,955円

合　計 4,874,630,051円 4,492,203,497円

※２元本の欠損 貸借対照表上の純資産額
が元本総額を下回ってお
り、その差額は
1,838,857,527円でありま
す。

貸借対照表上の純資産額
が元本総額を下回ってお
り、その差額は
2,100,265,959円でありま
す。

※３受益権の総数 4,874,630,051口 4,492,203,497口

１口当たりの純資産額 0.6228円 0.5325円

(１万口当たりの純資産額) (6,228円) (5,325円)
（注）当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 各期間末

１．貸借対照表計上額、時価
およびその差額

　貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はあ
りません。

２．時価の算定方法 (1)有価証券
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載しておりま
す。
(2)有価証券以外の金融商品
　有価証券以外の金融商品は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としており
ます。

３．金融商品の時価等に関す
る事項についての補足説
明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額
の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前
提条件によった場合、当該価額が異なることもあります。

 
（デリバティブ取引等に関する注記）
該当事項はありません。
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

①　資本金の額（平成23年８月末現在）

資本金の額 2,218百万円

会社が発行する株式の総数 70,000株

発行済株式総数 56,265株

 

②（略）

③　投資運用の意思決定機構

（イ）、（ロ）（略）

（ハ）前記（イ）および（ロ）以外に為替ヘッジを行う場合は、クライアント・ビジネス本部の運用商品部が

為替ヘッジの為の投資判断を行い、債券運用部が取引を執行します。

 

（注）前記（イ）、（ロ）および（ハ）の意思決定機構、組織名称等は、平成23年６月末現在のものであり、今後変更となる場合

があります。

 

＜訂正後＞

①　資本金の額（平成24年２月末現在）

資本金の額 2,218百万円

会社が発行する株式の総数 70,000株

発行済株式総数 56,265株

 

②（略）

③　投資運用の意思決定機構

（イ）、（ロ）（略）

（ハ）前記（イ）および（ロ）以外に為替ヘッジを行う場合は、クライアント・ビジネス本部のグローバル運

用商品部およびグローバル債券商品部が為替ヘッジのための投資判断を行い、債券運用部が取引を執行し

ます。

 

（注）前記（イ）、（ロ）および（ハ）の意思決定機構、組織名称等は、平成24年３月１日現在のものであり、今後変更となる場

合があります。

 

２【事業の内容及び営業の概況】

＜訂正前＞

（略）

平成23年８月末現在、委託会社が設定・運用している追加型証券投資信託は123本、単位型証券投資信託

は１本、親投資信託は58本を数え、販売は100社余りの金融商品取引業者（第一種金融商品取引業を行う者）

および登録金融機関を通じて行っています。運用している証券投資信託の合計純資産総額は10,875億円（た

だし、親投資信託を除きます。）です。
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＜訂正後＞

（略）

委託会社が設定・運用している投資信託は、平成24年２月末現在以下のとおりです(親投資信託は本数の

み。)。
 

 本数 純資産額（百万円）
公募追加型株式投資信託 66 408,363
公募単位型株式投資信託 ４ 114,695
公募追加型債券投資信託 １ 407,037
公募単位型債券投資信託 － －
私募投資信託 59 364,548
総合計 130 1,294,643
親投資信託 59 －

　　（注）百万円未満は四捨五入

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

21/36



３【委託会社等の経理状況】

 

＜訂正前＞

１．委託会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表

は、第20期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）については、改正前の「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）

並びに同規則第２条の規定により、改正前の「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて、第21期事業年度（平成22年４

月１日から平成23年３月31日まで）については、改正後の「財務諸表等規則」並びに同規則第２条の規定

により、改正後の「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第20期事業年度（平成21年４月１日から平

成22年３月31日まで）の財務諸表及び第21期事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

 

＜訂正後＞

１．委託会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表

は、第20期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）については、改正前の「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）

並びに同規則第２条の規定により、改正前の「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて、第21期事業年度（平成22年４

月１日から平成23年３月31日まで）については、改正後の「財務諸表等規則」並びに同規則第２条の規定

により、改正後の「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づいて作成しております。

　　また、当社の中間財務諸表は、改正後の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

52年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

に基づいて作成しております。

　　なお、財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第20期事業年度（平成21年４月１日から平

成22年３月31日まで）の財務諸表及び第21期事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

 

　　また、第22期中間会計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）の中間財務諸表については、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、あらた監査法人により中間監査を受けております。

 

原届出書の第三部 委託会社等の情報 第１ 委託会社等の概況 ３ 委託会社等の経理状況について、以下の

中間財務諸表が追加されます。

 

＜追加＞

 

 
　　次へ
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中間財務諸表

(1）中間貸借対照表

  
第22期中間会計期間末
（平成23年９月30日）

 

資産の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

流動資産        

現金及び預金   3,081,546    

有価証券   6,206,530    

前払費用   55,959     

未収入金   149,858    

未収委託者報酬   1,358,335    

未収収益   2,163,674    

繰延税金資産   494,050    

その他   109,324    

流動資産計   13,619,28185.0    

固定資産        

投資その他の資産   2,399,762    

投資有価証券  1,979,500      

敷金保証金  39,682      

繰延税金資産  347,460      

その他  33,119      

固定資産計   2,399,76215.0    

資産合計   16,019,043100.0    
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第22期中間会計期間末
（平成23年９月30日）

 

負債の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

流動負債        

預り金   84,459     

未払金   1,653,909    

未払収益分配金  1,430      

未払償還金  1,186      

未払手数料  522,231      

その他未払金 ※１ 1,129,060      

未払費用   966,772    

未払法人税等   23,362     

賞与引当金   745,546    

事務所賃貸借契約引当金   123,877    

その他   7,956     

流動負債計   3,605,88322.5    

固定負債        

賞与引当金   517,071    

役員賞与引当金   77,162     

退職給付引当金   29,523     

事務所賃貸借契約引当金   193,670    

固定負債計   817,4275.1    

負債合計   4,423,31127.6    
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第22期中間会計期間末
（平成23年９月30日）

 

純資産の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

株主資本        

資本金   2,218,000    

資本剰余金   1,000,000    

資本準備金  1,000,000      

利益剰余金   8,399,163    

利益準備金  33,676      

その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  8,365,487      

株主資本計   11,617,16372.5    

評価・換算差額等        

その他有価証券評価差額金   △ 21,431    

評価・換算差額等計   △ 21,431△ 0.1    

純資産合計   11,595,73172.4    

負債・純資産合計   16,019,043100.0    
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(2）中間損益計算書

  
第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

 

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比    

  （千円） （千円） （％）    

営業収益        

委託者報酬   4,449,903    

運用受託報酬   2,828,078    

その他   836,095    

営業収益計   8,114,077100.0    

営業費用・一般管理費        

営業費用   3,819,879    

支払手数料  1,764,331      

調査費  1,705,048      

その他営業費用  350,500      

一般管理費   4,564,185    

営業費用・一般管理費計   8,384,065103.3    

営業損失   △ 269,987△ 3.3    

営業外収益 ※１ 191,120      

営業外収益計   191,1202.3    

営業外費用 ※２ 49,728      

営業外費用計   49,7280.6    

経常損失   △ 128,595△ 1.6    

特別損失 ※３ 53,158      

特別損失計   53,1580.7    

税引前中間純損失   △ 181,754△ 2.3    

法人税、住民税及び事業税   5,7750.1    

法人税等調整額   △ 85,082△ 1.1    

中間純損失   △ 102,446△ 1.3    
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(3）中間株主資本等変動計算書

 （単位：千円）

 

第22期中間会計期間

（自平成23年４月１日

至平成23年９月30日）

株主資本  

資本金  

当期首残高 2,218,000

当中間期末残高 2,218,000

資本剰余金  

資本準備金  

当期首残高 1,000,000

当中間期末残高 1,000,000

利益剰余金  

利益準備金  

当期首残高 33,676

当中間期末残高 33,676

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金  

当期首残高 8,467,933

当中間期変動額  

中間純損失 △102,446

当中間期変動額合計 △102,446

当中間期末残高 8,365,487

株主資本合計  

当期首残高 11,719,609

当中間期変動額  

中間純損失 △102,446

当中間期変動額合計 △102,446

当中間期末残高 11,617,163

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  

当期首残高 46,644

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △68,076

当中間期変動額合計 △68,076

当中間期末残高 △21,431

評価・換算差額等合計  

当期首残高 46,644

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △68,076

当中間期変動額合計 △68,076

当中間期末残高 △21,431

純資産合計  

当期首残高 11,766,254

当中間期変動額  

中間純損失 △102,446

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △68,076

当中間期変動額合計 △170,522

当中間期末残高 11,595,731
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重要な会計方針

項目
第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

 

１．資産の評価基準及び

評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

 

 　時価のあるもの  

 　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。

 

 　時価のないもの  

 　移動平均法による原価法を採用

しております。

 

 (2）デリバティブ  

 　時価法を採用しております。  

２．引当金の計上基準 (1）賞与引当金  

 　従業員に対する賞与の支給、及

び親会社の運営する株式報酬制

度に係る将来の費用負担に備え

るため、当中間会計期間に帰属す

る額を計上しております。

 

 (2）役員賞与引当金  

 　役員に対する親会社の運営する

株式報酬制度に係る将来の費用

負担に備えるため、当中間会計期

間に帰属する額を計上しており

ます。

 

 (3）退職給付引当金  

 　従業員に対する退職給付に備え

るため、当中間期末における退職

給付債務と年金資産の見込額に

基づき退職給付引当金を計上し

ております。

 

 　過去勤務債務については、その

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（８年）による定額法により、発

生した事業年度から費用処理し

ております。

 

 　数理計算上の差異は、その発生

時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（８

年）による定額法により按分額

を、それぞれ発生した翌事業年度

から費用処理することとしてお

ります。
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項目
第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

 

 (4）事務所賃貸借契約引当金  

 　事業拡充の見込により結んでい

た事務所面積拡張の賃貸借契約

について第三者へ転貸する計画

に変更したことにより、将来契約

期間に亘る当該支払賃借料と第

三者との転貸借契約から得られ

る事務所賃料収入の見込額に基

づき引当金を計上しております。

 

 （会計上の見積りの変更）  

 　当中間会計期間において、転貸

計画が進捗しなかったことによ

り、転貸の開始予定時期を見直

し、引当金の計上額を将来にわた

り変更しております。

　これにより、当中間会計期間の

特別損失が53,158千円増加し、税

引前中間純損失が同額増加して

おります。

 

３．その他中間財務諸表

作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

 

 

（追加情報）

　当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４日）を適用しております。

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

第22期中間会計期間末
（平成23年９月30日）

 

※１　消費税等の取扱い  

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負債の

「その他未払金」に含めて表示しておりま

す。
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（中間損益計算書関係）

第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

 

※１　営業外収益のうち主要なもの　　（千円）  

為替差益　　　　　　　　　　　70,762  

デリバティブ利益　　　　　　　94,744  

※２　営業外費用のうち主要なもの　　（千円）  

デリバティブ評価損　　　　　　42,640  

※３　特別損失のうち主要なもの　　　（千円）  

事務所賃貸借契約引当金繰入額　53,158  

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

第22期中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 56,265 － － 56,265

合計 56,265 － － 56,265

 

（リース取引関係）

第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

 

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は以下のとおりであ

ります。

 

　

１年以内 524,245千円

１年超 1,810,903千円

合計 2,335,149千円
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（金融商品関係）

第22期中間会計期間末（平成23年９月30日）

金融商品の時価等に関する事項

①　平成23年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、質的重要性の高いデリバティブ取引を除き、金額的重要性が低いと判断するものは次表には含

めておりません。

    （単位：千円）

  
中間貸借対照表
計上額

時価 差額

 (1）現金及び預金 3,081,5463,081,546 －

 (2）有価証券 6,206,5306,206,530 －

 (3）未収委託者報酬 1,358,3351,358,335 －

 (4）未収収益 2,163,6742,163,674 －

 (5）投資有価証券 1,979,5001,979,500 －

 資産計 14,789,58714,789,587 －

 (1）未払手数料 522,231 522,231 －

 (2）その他未払金 1,129,0601,129,060 －

 (3）未払費用 966,772 966,772 －

 (4）デリバティブ取引 7,956 7,956 －

 負債計 2,626,0202,626,020 －

 

（注１）金融商品の時価算定方法

 

資産

(1）現金及び預金、(2）有価証券、(3）未収委託者報酬、及び(4）未収収益

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

 

(5）投資有価証券

　これらは投資信託であり、時価は市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額によっており

ます。

 

負債

(1）未払手数料、(2）その他未払金、及び(3）未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

 

(4）デリバティブ取引

　取引を行う取引所における最終の価格によっております。

 

②　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではありません。
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（有価証券関係）

第22期中間会計期間末（平成23年９月30日）

１．その他有価証券

    （単位：千円）

 種類
中間貸借対照表
計上額

取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

その他    

投資信託 1,524,3201,465,635 58,685

中間貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

その他    

投資信託 455,180 550,000△ 94,820

合計 1,979,5002,015,635△ 36,135

（注）有価証券（中間貸借対照表計上額 6,206,530千円）については預金と同様に扱っており、時価評価をし

ていないため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

第22期中間会計期間末（平成23年９月30日）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

株式関連

     （単位：千円）

区分 取引の種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

市場取引 株価指数先物取引     

 売建 385,944 － 393,900 △ 7,956

（注）時価の算定方法

　取引を行う取引所における最終の価格によっております。
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（セグメント情報等）

関連情報

第22期中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

 

１．サービスごとの情報

    （単位：千円）

 投資信託委託業務
投資一任及び
投資助言業務

その他 合計

外部顧客への売上高 4,449,903 2,828,078 836,095 8,114,077

 

２．地域ごとの情報

営業収益  （単位：千円）  

日本 その他 合計   

6,514,238 1,599,839 8,114,077   

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（１株当たり情報）

第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

　

１株当たり純資産額 206,091円38銭

１株当たり中間純損失金額 1,820円78銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、１株当たり中間純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たりの中間純損失の算定上の基礎

　

中間損益計算書上の中間純損失 102,446千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る中間純損失 102,446千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

原届出書の第三部委託会社等の情報　第２その他の関係法人の概況　１名称、資本金の額及び事業の内容　

（１）受託会社および（２）販売会社について、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

（１）受託会社

①　名　　称　　みずほ信託銀行株式会社

②　資本金の額　247,369百万円（平成23年９月末現在）

③　事業の内容

　　銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に基づき信託業務を営

んでいます。

　＜再信託受託会社の概要＞

名　　　称　：資産管理サービス信託銀行株式会社

事業の内容　：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に基づき

信託業務を営んでいます。

再信託の目的：原信託契約にかかる信託事務の一部（信託財産の管理）を原信託受託会社から再信託受託

会社（資産管理サービス信託銀行株式会社）へ委託するため、原信託財産のすべてを再信託受

託会社へ移管することを目的とします。

（２）販売会社

名　　称
資本金の額

（平成23年９月末現在）
事業の内容

１ 損保ジャパンＤＣ証券株式会社 3,000百万円

金融商品取引法に定める

第一種金融商品取引業を

営んでいます。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成24年３月７日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているＪＦ日本中小型株ファンドの平成23年７月16日から平成24年１月15日までの中間計算期間の中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策

定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用

な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＦ日本中小型株ファンドの平成24年１月15日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間

（平成23年７月16日から平成24年１月15日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

　　次へ
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成23年12月15日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第

22期事業年度の中間会計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策

定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用

な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成23年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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